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九州大学教育社会学研究集録 第 13号 201 1年

教育達成における階層差の発生メカニズム

「教育的地位志向」モデルによる解釈の試み

Generating Mechanism of Class Differences in Educational Attainment: 

Interpretation by “Educational Status Orientation" Model 

荒牧草平

1. 研究目的と分析枠組

1. 1. 研究目的

教育達成の階層差に着目する研究は、これまでにも数多くなされてきたが、その力点は

主として教育社会変動が不平等を軽減／解消したか否かに置かれていた。こうしたアプロ

ーチは、社会構造の不平等度の認定や、その国際比較等といった目的には有効であると考

えられる。しかしながら、結果として得られた学歴分布の階層差が、いかなるメカニズム

によって形成されたのかを理解しようとする場合には、教育達成過程のリアリティに一歩

近づいた実証的な把握が、有益な知見を与えてくれると期待できる口この場合、上記のよ

うな研究とは異なる「実態のとらえ方Jが求められる。

ここで、教育達成過程は、複合的な要因とそれらの影響を受けた諸行為の長期的・累積

的な相互作用の結果によって決定する極めて複雑な決定過程である。したがって、その過

程を完全に把握するのは不可能であり、どういった関心・観点を持っかによって、階層差

の発生メカニズムをとらえるモデ、ルの設定方法も異なってくる口本稿では、荒牧（2011a)

の議論を参考に、教育達成の階層差（Class Differences in Educational Attainment ：以

下、 CDEA）の＜発生過程＞に即して、＜作用経路＞と＜階層の種類＞を区分しながら、

2005年「社会階層と社会移動調査」（2005年 SSM日本調査）のデータを用いて実証的に

把握し、それらを説明する理論・仮説の妥当性を評価するとともに、全体を統合的に理解

する新しいモデルの提示も試みる。

1. 2. CDEAの把握枠組

教育達成の階層差（CDEA）を、その＜発生過程＞に即して把握するには、教育達成を

教育段階間の移行過程ととらえることが有効である。それぞれの移行段階で発生する階層

差を個別に観察できれば、どの段階でし、かなる階層差が発生するかに照らして、 CDEAの

発生メカニズムを考察可能となるからである。ただし、教育達成の過程で実際に人々が直

面する選択は、単に上級学校へ進学するか否か（2肢選択）ではなく、どういうタイプ・
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ランクの学校を受験するか（多肢選択）なので、この点も考慮した枠組が有効である。

教育達成過程における多肢選択に関して、日本では、高校のタイプ・ランクによる「ト

ラッキング」に関する研究が積み重ねられてきた。 トラッキングとは、狭義には「どのコ

ース（学校）に入るかによってその後の進路選択の機会と範囲が限定されること」を指す

が、 トラックへの振り分けに家庭背景が強く関与していること（教育的社会的トラッキン

グ）も含意したものであった（藤田 1980）。しかし、基本的にトラック聞の移動がない日

本のトラッキング論は スタート地点において割り振られたトラックが、その後の機会を

一定の幅に制限する機能に主たる関心を寄せた脱階層論的な展開を見せてきた（飯田

2007）。また、家庭背景の効果を問題にする場合でも、検討の範囲をスタート地点（図 1

の a）に留めてしまう傾向があった。つまり、日本のトラッキング論の枠組で問題とされ

る出身階層の効果は、トラックを経由した間接的な側面（図 1のaから bを経由した効果）

に限られる傾向にあったと言える。

：（出身階層向学力向進路）占（進路）：

C 

；［まトラツキング

図l教育達成過程における階層差の作用経路

しかしながら、 Boudon(1973= 1983）による教育機会の不平等の発生メカニズムに関

する研究枠組（以下、 IEOモデルと呼ぶ）を参考にすれば、 CDEAの発生はこれに限られ

るわけではない。 BoudonのIEOモデルとは、 CDEAが「文化的遺産のメカニズム（1次

効果）」と「社会的位置に応じた決定のメカニズム（2次効果）」という 2つのメカニズム

によって生じるとするものである。 Boudonは、 1次効果を階層ごとに学業成績の分布が

異なることによって、 2次効果を成績等が同じでも階層によって残存率（＝進級・進学率）

が異なることによって表現したモデルを用いてシミュレーションを行い、その結果が過去

の教育統計に表れる諸傾向と一致することを報告している。このモデルに照らすと、CDEA

は、図 1の矢印cによって表されるような2次効果によっても発生することが予想される。

これは同ーの学力やトラックであっても、出身階層が卒業後の進路に影響することを意味

する。

以上をふまえると、 CDEAは、個々人の学力形成における 1次効果と進路選択時におけ

る2次効果によって生み出されると考えられる。先に＜作用経路＞を区分すると述べたの

は、こうした階層差の作用する経路を明確に区分して検討することを意味する。なお、学

力形成は、生まれてすぐの親の働きかけや養育環境から始まり、少なくとも十数年に及ぶ

長期に渡るプロセスであり、その全過程を観察することは不可能と言える。ただし、現在

-2-



までのわが国における教育選抜システム、なかでも高校のタイプ・ランクによるトラッキ

ングを前提とすれば、とりわけ重要なのは、中学 3年時の学力における階層差を把握する

ことである lo 他方、 2次効果に関して、日本社会では高校におけるトラッキングが重要な

役割を果たしているから、高校入学および卒業時の移行に着目することが不可欠だと考え

られる。

図 1に照らして CDEAを把握する枠組の概略は以上の通りだが、これに加えて本稿では

く階層の種類＞による格差の相違にも着目したい。階層の種類としては、これまで、社会・

文化・経済の 3次元が着目され、職業・学歴・所得に関する地位変数が用いられてきた（今

回・原 1979）。ここで、各次元における格差の総量を想定し不平等度を測定するには、そ

れぞれの階層変数を連続量として変数化するのが 1つの合理的な設定となる。しかし、格

差がどこで生じるかに着目して、その発生メカニズムを検討するには、各変数をカテゴリ

カルにとらえることが有効である。本稿では、いくつかの理論仮説に対応したカテゴリー

化を試み、各理論に対応した実態が認められるか否かを確認していく。

2. 階層化理論に対応した変数の構成

2. 1. 職業階層

出身階層の指標としては上記の通り 3次元が想定されてきたものの、何より職業に着目

するのが社会階層論の基本的な立場であり、教育達成への効果を検討した実証研究でも、

そうしたスタイルが踏襲されてきた。ただし、親の職業に関する階層差が、なぜ教育達成

に作用するのかについては、従来、必ずしも明確に理論化されてこなかったと言える。こ

うした中にあって、 Breenand Goldthorpe ( 1997）の相対的リスク回避（Relative Risk 

Aversion ：以下 RRA）仮説は、 1つの理論的枠組を提示し、これを検証する数多くの実証

研究を生み出した（荒牧 2010）。この仮説は、先述した Boudonの IEOモデ、ル等をベー

スにして、合理的選択理論の枠組から CDEAの発生メカニズムをモデ、ル化した試みであり、

人々が自分の出身階層（＝父職）を基準として、そこからの下降移動とならないような職

業を希望し、その職業への到達を可能とする教育選択を行うと想定する点に特徴がある。

つまり、親の職業は人々の「社会的地位」を表すが故に、転落回避の心理を背景にして、

教育達成（期待）水準の決定においても準拠点になると考えられているのである。

ここで、一般に職業階層を分類する観点としては、「狭義の職業」「従業先の規模」「従業

上の地位」を挙げることができるが、これらに基づく分類は CDEAの発生に関する理論仮

説を考慮、したものではないため、その妥当性を評価する目的には適切とは言えない。本稿

では、社会的地位としての職業階層と学歴水準の結びつきに着目した RRA仮説の考え方

をふまえ、上記の 3観点に、必要とされる学歴資格を加味して分類することとする。

まず高等教育学歴を考えると、専門職のうち高等教育を要するものと、その他が分類可
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能である。また、「大企業の管理職」は、資格要件として高等教育学歴を求めるわけではな

いが、実際には、それが強く関与すると考えることができる。逆に、ブルーカラーや農業

では高等教育学歴は必要とされない。その他のホワイトカラー層に関しては、学歴要件が

不明確だが、両者の中間に位置すると考えられる。以上をふまえ、 15歳時の父職2を、「高

等教育を要する専門職と大企業管理職3（以下、専門管理）」「その他のホワイトカラー職（以

下、ホワイトカラー）」「ブルーカラー職と農業（以下、ブルーカラー）」に分類して用いる。

この場合、大学進学を不可欠とする「専門管理」と他の層の聞には、高卒時移行におい

て有意な差異が認められるだろう。さらに、大学の中でも特に「有名大学」への進学に関

して、「専門管理」と「ホワイトカラー」の間で差異が認められた場合にも仮説に適合的だ

と判断できる。一方、中等教育学歴と職業との関連は暖昧だが、高校によるトラッキング

を考慮すると、「専門管理J層は、いわゆる進学校への進学に効果を持つだろう。また、ホ

ワイトカラーの場合、少なくとも中等学歴が必須とされる一方、ブルーカラーの場合は必

ずしもそうではないので、中卒時移行（進学か否か）において「ホワイトカラー」と「ブ

ルーカラー」に明確な差異が認められれば仮説に適合的だと判断できる。

2. 2. 文化的背景

文化的背景の影響について考察する際には、何より Bourdieu(Bourdieu et Passeron 

1970= 1991 ; Bourdieu 1979= 1990）の文化資本論が重要であるとみなされており、家庭

の「客体化された文化資本」や本人に「身体化された文化資本」と教育達成との関連が着

目されてきた。このうち、客体化された文化資本については「文化財」として、美術品や

百科事典等の有無および本の数などに着目する研究が多い。他方 身体化された文化資本

については、そもそも特定の変数によって観察され難いものと想定されているため、これ

を質問紙調査によって把握することは非常に困難と言えるが、言語資本（言語能力）やそ

の伝達を測定したり（藤田ほか 1987；宮島・藤田 1991；吉川 1996など）、（とりわけ幼

少時における）芸術・読書文化資本への接触や慣習行動などから、それらの伝達を類推し

ようとする意欲的試みがある（片岡 2001；片瀬 2004など）。いずれにせよ、文化資本論

に基づく実証研究では、親の文化資本が日常的な相互作用を通じて半ば自動的に子どもに

伝達され（ハピトゥスの形成）、学力の差異として現れる側面（Boudonの言う第 1のメカ

ニズム）に着目している 40

これに対応する変数として、本稿では、 15歳時の家庭における「文化財（本の数5およ

びピアノ、文学全集・図鑑、美術品・骨董品の有無）」の所持状況（合計得点）を「客体化

された文化資本」の指標とした。ただし、時代によって保有数の分布が異なるため、出生

年による標準化6を施し、分布の標準的なちらばり（標準偏差）から「下位（-1未満）」「中

位（-1以上 1未満）」「上位（1以上）Jに 3区分した。この文化資本カテゴリーが高いほ

ど成績も高くなるという結果が得られるか否かが注目される点である。
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上記とは別の文脈で文化階層に着目した理解として、吉川（2006）の「学歴下降回避」

説がある。これは、人々が自分の親の学歴を基準として、そこからの下降移動を回避する

学歴を希望することにより CDEAが発生するとみなす考え方である。 RRA仮説とほぼ同

様の論理にしたがっているが、地位の準拠点を学歴に取る点が根本的に異なる。

これに対応した階層指標として、本稿では、父親の学歴を義務・中等・高等の 3段階に

分類して用いる。仮に、中卒時移行では中等学歴、高卒時移行では高等学歴の有無が、そ

れぞれ重要だという結果が得られれば、学歴下降回避説の主張に整合的だと判断できる。

2. 3. 経済的資源

経済的資源の階層差による作用としては、従来、学費等の支払いを可能にする条件とし

て進路選択時に直接的に作用する側面（費用負担説）と、塾通いなどの学校外教育投資に

よる学力形成を通じて間接的に作用する側面（学力形成説）の 2つが指摘されてきた。こ

こで、成績分化において明確な経済階層の効果が認められ、各移行において難易度の高い

進路ほど効果が強ければ、学力形成説が妥当すると判断できる。他方、いずれの移行にお

いても、難易度にかかわらず進学か否かに効果が認められれば、費用負担説が妥当すると

言えるだろう。なお、費用負担の影響は負担額の大きい進路ほど強く現れると考えられる

ので、費用負担説が正しければ、私立大学への進学において経済階層の強い効果が認めら

れるはずである 実際、荒牧（2011b）は、私立大学への進学に限り、統計的に有意な経

済階層の効果が認められることを報告し、費用負担説の妥当性を認めている。

経済階層の指標としては 15歳時の保有資財数および「くらしむき」を用いたにただし、

この場合にも時代によって保有数が大きく異なるため、先の文化資本の場合と同様の方法

を用いて標準化を施し、相対的な下位層／中位層／上位層に 3分類した。

以上をふまえ、各理論・仮説にしたがった場合、どの段階のし1かなる移行において階層

差が認められると予想できるかを表 1にまとめた。次節以降の分析を、これと対照するこ

とによって、各説明の妥当性を評価していくことになる口

表1階層化理論・仮説から予想される移行格差の発生箇所

対応する I I 中卒時移行 I 高卒時移行
階層次元｜ ｜ 成績

理論・仮説 ｜ i進学か否か 進学先 j進学か否か 進学先
I : W／専管； 伶 W／専管

職業階層｜ RRA仮説 ｜ 一一－ I B/W  （進学校） I B/W／専国 （有名大）

学歴階層｜学歴下降回避説

文化資本i文化資本論 ｜下沖／上

義務／中等 等十両／
 
等中

下／中／上
下／中／上

（私立大）
難易度に対 j 難易度に対
応した効果： 応した効果

注：職業階層における「B」は「ブルーカラー」、Wは「ホワイトカラー」を、文化資本と経済階層における「下」
「中J「上Jは相対的な「下位」「中位」「上位」を、それぞれ意味する。

経済階層 学費負担説 下／中／上

学力形成説 下／中／上
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2. 4. その他の変数

中学時代の学力には成績の自己申告を「成績低（「下の方」「やや下の方」）」「成績中（「真

ん中のあたり」）」「成績高（「やや上の方」「上の方」）」に 3分類して用いた。

高校トラックについては、学科と卒業後の進学割合を組み合わせて、「職業科J「普通科

低（進学者が「ほとんどいなしリと「2～3割」）」「普通科中（同「半数くらしリと「7～8

割J）」「普通科高（同「ほぼ全員」）」の 4分類を作成した。

高卒時の移行先カテゴリーとしては、「有名大学（相対的に歴史が古く社会的評価も高い

国公私立の大学群）J 8 「国公立大学（有名大学以外）」「私立大学（同左）」「専修・各種学

校」「短期大学」を用意し、男子の場合は「専修・各種学校と短期大学」「私立大学」「国公

立大学」「有名大学」の 4カテゴリ一、女子の場合は「専修・各種学校」「短期大学J「私

立大学」「国公立大学と有名大学」の 4テゴリーとした。

出生コーホートは「1935・49年」「1950”64年」「1965-85年」に 3区分した。

3. 成績分化の分析結果

はじめに Boudonの第 1のメカニズムに相当する、学業成績の分化と出身階層との関連

を検討する。表 2は、各階層変数と成績との関連を多項ロジットモデルで、推定した結果で

ある。なお、各階層要因は上位と下位の双方と比較できるよう 各変数の中間的カテゴリ

ー（父職は「ホワイトカラー」父学歴は「中等教育」文化資本と資財数は「中位層J）を基

準とした。

表2成績分化におけるMTモデ、ノレの結果

成績中 成績高

coef. .£1,. coef. ι 
ブルーカラー 一.24 .049 一.56.000 

専門管理 一.02 .929 .52 .026 

父教育義務 一.19 .126 一.58.000 

父教育高等 .37 .055 .30 .128 

文化資本少 一.23 .131 一.86.000 

文化資本多 .28 .083 . 74 .000 

資財数少 一.48 .001 一.66.000 

資財数多 .18 .265 .25 .125 

きょうだい数 一.06 .116 一.14.002 

女性ダミー .60 .000 .19 .080 

大都市ダミー .05 .693 .00 .989 

第2コーホート 一.28 .054 一.45.003 

第3コーホート 一.77 .000 -1.26 .000 

定数 1.50 .000 2.14 .000 

注：N=3,329McFadden’s R2=.064成績「下位」を基準。
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表 2より、まず指摘できるのは、疑似決定係数（McFadden’sR2）の値 0.064が示すよ

うに、全体としてのモデルの説明力が低いことである。また各変数が示す効果もそれほど

強いわけではない。ちなみに、階層変数自体の効果を調べるため、上記のモデルの説明力

(McFadden’s R2）を、 4つの階層変数を含まないモデルの場合と比較すると、 4.8%(0.048 

二 0.064-0.016）ポイントの違いが認められた。この値自体の大きさを評価する客観的な

基準はないが、少なくとも成績分化に対して階層要因の効果が決定的に重要とは言えない

と判断できるだろう。

各階層変数の効果は、いずれもそれほど大きいとはいえないが、父親の職業と学歴およ

び文化資本は、「上位」成績を獲得するか否かに関して、統計的に有意な効果を持っている。

一方、経済階層の場合、標準的な家庭より豊かであることは有意な効果を持たないが、相

対的に貧しい場合には、中上位の成績を得がたい傾向が認められる。これらの結果は、表

1にも示したように、文化資本論および経済階層による学力形成説に整合的だと言える。

なお、以上の結果に男女による違いがなし、か確認するため、上記のモデ、ルに各階層変数

と性別の相互作用項を逐次追加し、統計的に有意な効果が認められるかを検討したD その

結果、性別によって特定階層要因の効果が一貫して強い（あるいは弱い）という傾向は認

められなかった90

4. 中卒時移行の分析結果

中卒時移行に関する MTモデルの分析結果を表 3に示した。ここから第 1に指摘できる

のは、中学時代の成績を統制しているにもかかわらず、 4つの階層要因が統計的に有意な

効果を示すことである。成績の場合と同様、 McFadden’sR2の増分から階層変数自体の説

明力を求めると、先ほどと同等の 4.5%ポイントであった100 つまり、出身階層の効果は、

中学時代の成績にも卒業後の進路にも同程度に現れるのである。ここから、 Boudonの言

う2次効果（図 1の矢印 C）に着目する意義が確認されたと言えるだろう D

次に、各階層変数の効果を検討しよう。まず、指摘できるのは、父親の職業と学歴のい

ずれについても、相対的な上位層（父職「専門管理」およびの父学歴「高等」）の効果が有

意でない一方で、相対的な下位層（父職「ブルーカラー」および父学歴「義務」）の効果が

有意なことである。中位層と下位層に限って違いが認められる点にのみ着目すれば、 RRA

仮説や学歴下降回避説からの予想と一致すると言える D ただし、その効果が、普通科の進

学率ランクの高い学校ほど大きい点は、必ずしも仮説の想定とは一致しない。

文化資本の場合は、相対的な上位層の効果が有意であり、しかも資本の多い家庭の子ど

もほど、進学率の高い学校へ進学しやすい傾向も認められる。 トランジッション・アプロ

ーチの枠組に基づかない従来の研究では、必ずしも想定されていなかったが、これだけ明

確な効果を持つ点は注目に値する。後で改めて考察してみたい。

-7一



最後に経済階層の効果を見ると、相対的に豊かな場合も貧しい場合も、統計的に有意な

効果が認められ、その効果は進学率ランクの高さには関わらない。この結果は、学力形成

説に合わない一方で学費負担説に適合的である。

以上の結果に男女差がないか確認するため、成績の場合と同様、各階層変数と性別の相

互作用項を追加して有意な効果が認められるか検討した。その結果、 5%水準で統計的に

有意な相互作用効果は認められなかった110 したがって、この段階での移行に関しでも、

階層の作用に性差を考慮する必要はないと言える。

表3中卒時進路分化におけるMTモデ、ノレの結果

職業科 普通L 普通M 普通H

coef. ι coef. 己 coef. 12. coef. p 

ブルーカラー 一.77 .000 一.97.000 -1.28 .000 -1.65 .000 

専門管理 .45 .488 1.03 .114 1.00 .126 .97 .142 

父教育義務 一.68 .003 一.86.000 一.97 .000 -1.35 .000 

父教育高等 一.26 .556 一.30.492 .02 .957 .33 .467 

文化資本少 .09 . 735 一.14.636 一.61 .050 -1.08 .012 

文化資本多 .94 .004 1.04 .001 1.27 .000 1.68 .000 

資財数少 一.86 .000 一.65.002 一.84 .000 -1.08 .001 

資財数多 .61 .016 .58 .024 .80 .002 .81 .004 

成績 . 75 .000 .79 .000 1.38 .000 2.01 .000 

きょうだ、い数 一.29 .000 一.22.000 一.44 .000 一.71.000 

女性ダミー 一.37 .010 .31 .039 一.09 .550 一.42.024 

大都市ダミー .82 .001 .66 .012 1.20 .000 1.51 .000 

第2コーホート 1. 74 .000 1.37 .000 2.28 .000 2.83 .000 

第3コーホート 2.43 .000 1.85 .000 3.30 .000 3.96 .000 

定数 .28 .517 一.33.469 -1.83 .000 -4.57 .000 

注： N=3,329McFadden's R2=.203高校「非進学」を基準。

5. 高卒時移行の分析結果

5. 1. 男子の分析結果

高卒時移行に関する男子の分析結果を表 4に示した。まず指摘できるのは、卒業後の進

路を大きく規定する高校ランクをコントロールしでもなお、階層要因が統計的に有意な「直

接効果」を持つ局面があることである。上記の通り学力形成や高校進学時にも出身階層は

影響するが、それに加えて、ここでも改めて「直接効果」が加算されている点は注目すべ

きであろう。ちなみに、これまでと同様に求めた階層要因の説明力は 4.4%であり、中卒

時移行の場合と同等であった。

では、各階層要因はし、かなる効果を持つのか確認してみよう。父職の場合、私立大への

進学における「ブルーカラー」層の負の効果と、有名大への進学における「専門管理」層
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の正の効果が 5%水準で、有意で、ある。この結果は、 RRA仮説の想定に適合するようにも思

える。しかし、「専門管理」層が下降移動を回避するには高等学歴が不可欠であることを考

慮すれば、「ホワイトカラーj層との間にもっと明確な差異があってしかるべきであろう 120

一方、父学歴の場合、主たる格差は高等教育と中等教育の聞に認められており、学歴下降

回避仮説に適合的な結果と言える口文化資本の場合は、中卒時移行と同様、難易度の高い

進路ほど強い効果が認められる。

最後に、資財数の効果を見ると、統計的に有意な効果は認められない。これは、同じく

2005年 SSM日本調査のデータを用いて多項トランジッション・モデルによる分析を行っ

た荒牧（2011b）が、私立大学への進学に限り資財数の効果が認められたとする結果と食

い違っている。変数や分析モデ、ルの構成が異なるため、両者の観離を解明するのは簡単で

はないが、本稿との最も大きな違いは、文化資本要因を考慮、したか否かにある。ここから

は、経済的な資産・財産と文化財を区分しなかった荒牧（2011b）では、誤って経済的要

因の影響を過大に評価していたと推察される 130

表4高卒時進路分化におけるMTモデ、ノレの結果（男性）

専各短大 私立大 国公立大 有名大

coef. 己 coef. 12. coef. 12. coef. {) 

ブルーカラー 一.16 .502 一.92.000 一.53 .096 一.57.061 

専門管理 一.64 .171 .52 .089 .44 .290 .76 .048 

父教育義務 一.77 .001 一.08.684 一.63 .076 一.26.422 

父教育高等 .77 .018 .81 .004 .64 .101 .89 .015 

文化資本少 一.40 .198 一.73 .019 -1.38 .076 -1.21 .118 

文化資本多 .08 .808 .68 .005 .30 .394 .85 .007 

資財数少 一.17 .611 一.01.975 一.85 .188 一.06.904 

資財数多 .06 .832 .32 .163 一.37 .328 一.14.678 

普通科低ダミー .48 .076 . 74 .004 2.11 .002 3.35 .001 

普通科中ダミー 1.14 .000 2.49 .000 3.40 .000 4. 77 .000 

普通科高ダミー 1.50 .001 3.30 .000 5.48 .000 6. 79 .000 

きょうだい数 一.30 .004 一.29.000 一.02 .902 一.17.146 

大都市ダミー .45 .076 .38 .084 一.21 .556 .74 .011 

第2コーホート .57 .079 .43 .072 .07 .852 一.13.702 

第3コーホート . 76 .023 .15 .569 .10 .802 一.89.016 

定数 ーし27 .018 -1.09 .010 -4.06 .000 -4.96 .000 

注： N=l,360 McFadden’s R2=.263高卒後「非進学Jを基準。

5. 2. 女子の分析結果

女子の場合にも、まず指摘すべきなのは、男子と同様、改めて統計的に有意な階層要因

の効果が認められる点である。また、疑似決定係数の増分から求めた階層要因の説明力は、

男子と同等の 4.2%であった。
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次に、各階層要因の効果を検討する。父職の場合、主たる格差は「ブルーカラー」と「ホ

ワイトカラー」の間にある。ここに差異が認められる点は必ずしも RRA仮説の想定と矛

盾しないが、これが階層差発生の主たるメカニズムであるならば、「専門管理」と「ホワイ

トカラー」の間に明確な差異が現れていなければならないだろう。父学歴の場合、男子で

は学歴下降回避説の予想、に沿った結果となっていたが、女子の場合には、そのように解釈

するのは困難である。突出しているのは、「義務教育」層が「中等教育」層と比較して、国

公立大学に進学しにくい点である。文化資本の効果は、男子と違って難易度とは対応しな

いが、特に標準よりも文化資本が高い場合に、統計的に有意な正の効果を持つ（10%水準

で見れば標準より低い場合の負の効果も有意）。また、逆に文化資本が標準よりも低い場合

には、私立大学への進学に対して突出した負の効果を示す。経済階層は、男子と同様、有

意な効果を持たない。総じて、女子の場合には、各理論・仮説の想定と一致しない結果が

得られている口

表5高卒時進路分化におけるMTモデ、ノレの結果（女性）

専各 短大 私立大 国公立＋

coef. i1. coef. 己 coef. i1. coef. /J 

ブルーカラー 一.36 .033 一.53.004 一.86 .001 一.54.124 

専門管理 一.36 .221 一.01.961 .07 .825 .38 .308 

父教育義務 一.15 .380 一.47.018 一.09 . 752 -1. 70 .003 

父教育高等 .31 .191 .43 .070 1.04 .000 .92 .009 

文化資本少 一.46 .091 一.61.077 -2.01 .053 一.48.557 

文化資本多 .30 .107 .61 .001 .86 .000 .83 .008 

資財数少 .00 .986 一.59.124 一.91 .166 .07 .915 

資財数多 .11 .582 一.05.827 .22 .370 一.06.857 

普通科低ダミー .53 .006 .36 .148 1.19 .014 1.63 .150 

普通科中ダミー 1.17 .000 1.55 .000 2.46 .000 3.53 .001 

普通科高ダミー 2.11 .000 3.33 .000 4.62 .000 6.33 .000 

きょうだい数 一.09 .170 一.19.012 一.33 .004 一.17.244 

大都市ダミー 一.07 .719 ←.05 .812 .01 .963 一.23.470 

第2コーホート .61 .003 .68 .005 .94 .011 .02 .959 

第3コーホート .93 .000 .81 .002 1.48 .000 .68 .136 

定数 -1.63 .000 -1.62 .000 -3.70 .000 -5.14 .000 

注： N=l,603McFadden's R~＝.199 高卒後「非進学」を基準。

6. 結果のまとめと考察

6. 1階層間格差の様態

本稿では、まず、教育達成の階層差（CDEA）を、その＜発生過程＞に沿って、＜階層

の種類＞と＜作用経路＞を区分しながら実証的に把握するとともに、階層差の発生メカニ
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ズムに関する理論仮説の妥当性を評価するよう試みた。

＜作用経路＞の観点から重要なのは、中学時代の成績分化に関する各階層要因の効果が

決定的とは言えない一方、中卒時および高卒時の移行においても、その都度、同程度の直

接的な階層の効果が認められた点である。この結果から、 Boudonの指摘した 2次効果に

着目する必要性が指摘できる。

＜階層の種類＞に着目した結果からは以下の知見が得られた。 1）職業階層の効果に RRA

仮説に矛盾しない結果も得られたが、総合的に見て本仮説の観点から理解するのが妥当と

は判断できなかった。 2）学歴階層の場合は、男子に限られるが、中卒時移行では中等教

育を受けているか否かが、高卒時移行では高等学歴を有するか否かが大きな役割を果たし

ており、学歴下降回避説に適合的だとみなせる。 3）文化資本の効果は全般的に有意とな

る局面が多く、同一段階の移行では難易度の高い達成において強い効果を示した。文化資

本論の主張が 1次効果にのみ対応するという従来の理解とは異なるが、荒牧（2011b）の

指摘した「文化資本の直接効果」説の有効性を検討する余地を残した。 4）経済階層は、

とりわけ中卒時移行において大きな影響力を持っていたが、高卒時移行には統計的に有意

な効果を示さなかった。また、中卒時移行における効果には、高校のランクによる違いが

認められなかったこと、成績分化に対する効果も小さかったことを勘案すると、経済的要

因の効果については、学校外教育投資を経由した学力形成説ではなく、学費負担説の理解

が妥当すると判断できる。

6.2教育達成過程における階層差の発生モデル

IEOモデルを提示した Boudon(1973= 1983）は、特定の階層要因にのみ着目したり、

それだけが強く働くとするような説明を単一的要因理論として退けた。前節までに示した

分析のように、教育達成過程における諸階層要因の効果を個別に把握するだけでは、単一

要因論の枠を出ることはできないだろう。ここでは、職業／文化／経済の 3次元から階層

効果をとらえる従来の考え方を離れ、＜志向性＞＜地位＞＜資源＞の 3機能から CDEAの

発生過程を再構成してみたい（図 6参照）。

＜志向性＞とは、学力形成にしろ進路選択にしろ、＜資源＞の用い方や＜地位＞の作用

を方向づける心理的傾向といった程の意味である。類似の概念に価値観や規範等もあるが、

ここで言う＜志向性＞は教育達成過程における階層差の作用を方向づける、より直接的な

概念とみなせる。 CDEAの発生に直接的に強く関連するのは、高学歴志向と表現できるよ

うな志向性であり、まず学力形成において、保有する＜資源＞の用い方に影響を及ぼす。

つまり、経済的資源を用いて文化財を購入したり、文化的資源をベースに子どもの学習環

境を整え養育態度を方向づけることで、学力形成に寄与すると考えられる。また、進路選

択場面においても、こうした志向性の強弱は、どの学校を選ぶかに直接的に関与するだろ

う。本稿で教育達成の全般に渡って効果を示した「客体化された文化資本」の指標は、実

1
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は、この志向性の指標でもあるとみなすと、上述の理解と整合的である口一方、＜地位＞

は、アスピレーション水準に関する準拠点として、やはり進路選択に影響するだろう。本

稿では、学歴下降回避説の予想、に沿った結果が得られたことから、日本社会（男子）にお

ける教育達成で志向される地位は、職業でなく学歴そのものだと推察される。

ここで、地位としての学歴自体を志向する傾向を仮に＜教育的地位志向＞と呼ぶと、こ

の＜教育的地位志向＞自体による効果と、これによる＜資源＞の動員が、階層効果として

観察されるものの正体（あるいは背景）だと解釈できる。また、従来、階層として把握さ

れてきたものは、＜地位＞としてく教育的地位志向＞の形成に影響するとともに、＜資源＞

の多寡や種類を規定するものと理解される。

階層

教育的地位志向

図2教育達成過程における階層差の生成モデ、ル

類似の概念に「学歴＝地位達成」志向（モデ、ル）があるが、これは学歴獲得を通じた地

位達成志向（「いい学校を出て、いい会社に入る」こと等を志向する傾向）を意味する。こ

れに対し、＜教育的地位志向＞は、一種の社会的地位としての学歴自体を志向する傾向で

ある。本稿の分析結果が、職業に着目した RRA仮説でなく、学歴下降回避説の妥当する

可能性を示したように、どちらの地位を志向したものかを区別しておくことは、少なくと

も理論的には重要である 140

なお、＜教育的地位志向＞は、より一般的には＜中核的地位志向＞として理解すること

ができる。すなわち、アイデンティティ（あるいは予期的社会化の対象となるような準拠

的地位）の中核となる社会的地位の達成を志向する傾向である。ここで日本は学歴意識社

会であるために、＜学歴（教育的地位）＞が中核的地位となるが、階級意識社会のヨーロ

ッパでは、＜階級＞自体が地位の中核をなす。 RRA仮説がヨーロッパ社会から主張され、

一定のリアリティを持つものとして受容されているのも、これが理由であろう口

ちなみに、文化資本論との大きな違いは、それが基本的には社会化論であるのに対し、

＜教育的地位志向＞モデルは、親のそうした志向性による子どもの社会化（内面化）を主

たるメカニズムと想定していない点にある D また、この志向性は、階層との必然的な結び

つきを前提としないのも根本的な相違と言える。逆に、階級文化による社会化を主たるメ

カニズムとしている文化資本論等には、階級文化決定論的な嫌いがある。もちろん、この
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志向性の水準は、＜地位＞や＜資源＞の影響を受けるため、集計レベルでは階層と相関関

係を持つO 高学歴志向や子どもの学歴が、親の階層と関連を持つという観察の背景にも、

こうした事情があると考えられる。しかしながら、子どもに高学歴を強く望む傾向を持つ

のは、自らも高学歴を取得した親ばかりではない。相対的に低学歴の親であっても、自分

と同じ苦労をさせまいとして、やはり子どもに高学歴を強く望む例もある。

階層差として観察されたものに対して、従来は、階層（階級）自体を起点に理解してき

たが、そのように考えなければならない必然性はない。ここでは、いわゆる階層概念にと

らわれず、＜志向性＞＜地位＞＜資源＞の機能という単純なモデ、ルから理解することを提

案した。その妥当性や有効性については、これから考察を進めていきたい。

＜注＞

1 東京等の大都市部や一部の地域では、私立や国立の小中学校や幼稚園の受験が広がっている
が、それらが社会全体の CDEAを決定しているわけではない。
2 父親の主な職業も利用可能だが、移行年齢が 15歳と 18歳であるため、ここでは 15歳時の
職業を用いた。なお、 SSM調査における父職に関する 5つの質問すべてにおいて、「15歳時」
よりも「主なJ職業で、無回答等が多かった。回答者にとって何が「主な」職業であるか判
断しかねる場合があったのかもしれない。
3 ここでは、「従業先の規模」が「300人以上」または官公庁であり、かっ「従業上の地位J
が「課長以上」の場合を「大企業の管理職」とした。
4 なお、上記のうち、吉川（1996）と片瀬（2004）では、文化資本の伝達（相続）に否定的
な結果が得られている。
5 「本の数」については、他の「文化財」変数と同様の 2値変数とするため、全体を 2分す
るよう、 25冊以下を「O」、 26冊以上を「lJ とした。

6 出生年ごとに標準得点を求めると、ケース数が少なく値が安定しないので、移動平均を求
める場合のように、当該年度の前後を合わせた 3年間に出生した者をプールして標準得点を
求めた。
7 資財数は、「客体化された文化資本」変数に用いた 3項目を除く 16項目の保有数とし、「く
らしむき」については、「豊か」「やや豊かJの場合を「lJ、「ふつう」を「O」、「貧ししリ「や
や貧ししリを「－1」として上記に加えた。
8 具体的な大学名は以下の通りである。国立旧七帝大・千葉・東京工業・一橋・筑波・東京
外国語・横浜国立・金沢・大阪外国語・神戸・岡山・広島・熊本・東京都立・横浜市立・名
古屋市立・京都府立・大阪市立・大阪府立・神戸市外国語の国公立大学、早稲田・慶応・立
教・上智・青山学院・国際基督教・学習院・関西学院・関西・同志社・立命館の私立大学、
および医療系単科大学。
9 「ブルーカラー」層より「ホワイトカラー」層が「上位」の成績を取る傾向に限って、男
子と比較した女子の効果が有意に弱かった。ただし、その差異が小さいこと、また、「専門
管理」層の効果や、「中位」の成績に対する効果には男女差が認められないことを考慮し、
ここでは解釈を保留しておく。なお、他の 3変数では有意な交互作用は 1つもなかった。
10 重回帰分析によって同様の分析を行った荒牧（2011b）でも、出身階層要因自体の説明力
は、中学時代の成績と中卒時の移行で同程度 (R2値にして約 7%）であることが確認されて
いる。
11 相互作用項の検討においては、男女による効果の違いを検出しやすいよう、各階層変数の
下位カテゴリーを比較基準に設定した。なお、有意水準を 10%にとると、職業科への進学に
対する父高等学歴層の効果に限って有意であった。ただし、高学歴の父を持つ娘が特に職業
科へ進学しやすいというわけではない。一般に女子は職業科へ進学しない傾向がある中で、
父学歴が高いと進学傾向が強まることを意味しているのである。
12 本データにおいても両者の高等教育到達率には、どのコーホートにおいても概ね 40～50%
ポイントの大きな差異がある。
13 もちろん、文化財の購入にも費用がかかるので、ここに経済的な側面が含まれていること
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は間違いないが、両変数を同時に投入した結果であること、他の移行では明確な経済階層の
効果が認められていたこと等を勘案すれば、こうした解釈が妥当だと判断できる。
14 もちろん、学歴の先に職業を意識していることは十分に考えられるが、親の職業を基準と

した職業達成こそが真のゴールだと想定するのは不適当だという主張である。高校生の教育
期待と職業期待の形成を分析した荒牧（2001）は、学歴＝地位達成モデ、ルの想定とは異なり、
2つの期待の形成が相対的に独立したものであると報告している。
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